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1 はじめに 

 近年、３D 都市モデルをはじめとしたモデリング分野では空中写真を利用したデータ作成作業の効率

化が進んでいる。特に壁面などのテクスチャ作成においては多方向カメラより取得した斜め数値写真を

利用することが効果的であることが分かっており、その高度利用においては垂直の数値写真だけでなく

斜めの数値写真においても一定の精度を確保することが望ましい状況にある。 

本マニュアルは今後利用が拡大される多方向カメラ空中写真測量（CityMapper-2）における作業手順

を示すと共に品質の統一化を図るための作業マニュアルである。 

2 作業計画 

第1条 作業機関は、測量作業着手前に、測量作業の方法、使用する主要な機器、要員、日程等につい

て適切な作業計画を立案し、これを計画機関に提出して、その承認を得なければならない。作

業計画を変更しようとするときも同様とする。また、作業計画は、工程別に作成するものとす

る。 

 

3 標定点の設置 

（要旨） 

第2条 この章において「標定点の設置」とは、既設点のほかに同時調整に必要な水平位置及び標高の

基準となる点（以下この章において「標定点」という。）を設置する作業をいう。 

 

（標定点の精度） 

第3条 標定点の精度は、数値地形図データの地図情報レベルに応じて、次表を標準とする。 

 

地図情報レベル 

精度 

水平位置 

（標準偏差） 

標高 

（標準偏差） 

500 0.1m 以内 0.1m 以内 

1000 0.1m 以内 0.1m 以内 

2500 0.2m 以内 0.2m 以内 

5000 0.2m 以内 0.2m 以内 

10000 0.5m 以内 0.5m 以内 

 

（方法） 

第4条 標定点の設置は、次の各号のとおりとする。ただし、前条に規定する精度を確保し得る範囲内

において、既知点間の距離、標定点間の距離、路線長等は、この限りでない。 

一 水平位置は、準則第２編第２章の基準点測量に準じた観測又は同第２章第４節第２款のＴＳ点

の設置に準じた観測で求めることができる。 
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二 標高は、準則第２編第３章で規定する簡易水準測量に準じた観測又は同第２章第４節第２款の

ＴＳ点の設置に準じた観測で求めることができる。ただし、地図情報レベル２５００以上の数

値地形図データを作成する場合は、同第２編第２章の基準点測量に準じた観測で標高を求める

ことができる。 

 

２ 数値写真上で周辺地物との色調差が明瞭な構造物が測定できる場合は、その構造物上に標定点の設

置を行い対空標識に代えることができる。 

３ 対空標識に代えることができる明瞭な構造物は、次の各号のうち、いずれかに該当するものとする。 

一 対空標識Ａ型と同等又は３方向以上から同一点を特定できるもの 

二 正方形で対空標識Ｂ型の寸法と同等なもの 

三 円形で対空標識Ｂ型の寸法以上のもの 

 

（成果等） 

第5条 成果等は、次の各号のとおりとする。 

一 標定点成果表 

二 標定点配置図及び水準路線図 

三 標定点測量簿及び同明細表  

四 精度管理表 

五 その他の資料 

 

4 撮影（多方向カメラ） 

第6条 この章において「撮影」とは、デジタル航空カメラを用いて、数値写真を撮影する作業をいい、

後続作業に必要な外部標定要素の同時取得及びデータ解析、数値写真の作成工程を含むものと

する。 

 

5 機材 

（航空機及び撮影器材） 

第7条 航空機は、次の性能を有するものとする。 

一 撮影に必要な装備をし、所定の高度で安定飛行を行えること。 

二 撮影時の飛行姿勢、デジタル航空カメラの水平規正及び偏流修正角度のいずれに妨げられるこ

となく常に写角が完全に確保されていること。 

三 ＧＮＳＳ／ＩＭＵ装置（数値写真の露出位置を解析するため、航空機搭載のＧＮＳＳ測量機及

び数値写真の露出時の傾きを検出するための３軸のジャイロ及び加速度計で構成されるＩＭＵ、

解析ソフトウェア、電子計算機及び周辺機器で構成されるシステムで、作業に必要な精度を有

するものをいう。）のＧＮＳＳアンテナが機体頂部に、ＩＭＵが航空カメラ本体に取り付け可

能であること。 
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２ デジタル航空カメラは、次の性能を有するものを標準とする。 

一 撮像素子を装備し取得したデジタル画像を数値写真として出力できること。 

二 フレーム型とし所要の面積と所定の地上画素寸法を確保できること。 

三 撮影に使用するフィルターと組み合わせた画面距離及び歪曲収差の検定値が、０．０１ミリメ

ートル位まで明瞭なものであること。 

四 色収差が補正されたものであること。 

五 ジャイロ架台を装備していること。 

３ デジタル航空カメラの撮像素子は、次の性能を有するものを標準とする。 

一 破損素子が少ないこと。 

二 ラジオメトリック解像度は、赤、緑、青等の各色１２ビット以上であること。 

三 ノイズが少ない高画質の画像が出力できること。 

４ デジタル航空カメラは、ＧＮＳＳ／ＩＭＵ装置のボアサイトキャリブレーションにあわせて複眼の

構成を点検するものとし、点検結果は同時調整精度管理表に取りまとめるものとする。また、シス

テム系統や撮像素子等についても異常がないかを確認するものとする。 

 

（ＧＮＳＳ／ＩＭＵ装置） 

第8条 GＮＳＳ／ＩＭＵ装置は、次表に掲げるもの又はこれらと同等以上の性能を有するものとする。 

 

項目 性能 

GNSS 測量機 水平位置 0.3m 

高さ 0.3m 

データ取得間隔 1 秒 

IMU ローリング角 0.015 度 

ピッチング角 0.015 度 

ヘディング角 0.035 度 

データ取得間隔 0.016 秒 

一 ＧＮＳＳアンテナは、航空機の頂部に確実に固定できること。 

二 ＧＮＳＳ測量機は、２周波で搬送波位相データを１秒以下の間隔で取得できること。 

三 ＩＭＵは、センサ部の３軸の傾き及び加速度を計測できること。 

四 ＩＭＵは、航空カメラ本体に取り付けできること。 

五 キネマティック解析ソフトウェアは、次の機能を有するものを標準とする。 

イ キネマティック解析にて基線ベクトルの解析ができること。 

ロ 解析結果の評価項目を表示できること。 

六 最適軌跡解析ソフトウェアは、次の機能を有するものを標準とする。 

イ 数値写真の露出された位置及び傾きが算出できること。 

ロ 解析結果の評価項目を表示できること。 

２ ＧＮＳＳ受信アンテナ及びＩＭＵは、デジタル航空カメラとともにボアサイトキャリブレーション

を行うものとする。ただし、ボアサイトキャリブレーションの有効期間は６か月を標準とし、レン



5 

ズの取り外し等を行った場合は、その都度ボアサイトキャリブレーションを行うものとする。 

 

6 撮影 

（数値写真の地上画素寸法） 

第9条 デジタル航空カメラで撮影する数値写真の地上画素寸法は、地図情報レベル等に応じて次表を

標準とする。 

 

地図情報レベル 地上画素寸法（式中のＢ:基線長、Ｈ:対地高度） 

500 90 ㎜×２×Ｂ[ｍ]÷Ｈ[ｍ] ～ 120 ㎜×２×Ｂ[ｍ]÷Ｈ[ｍ] 

1000 180 ㎜×２×Ｂ[ｍ]÷Ｈ[ｍ] ～ 240 ㎜×２×Ｂ[ｍ]÷Ｈ[ｍ] 

2500 300 ㎜×２×Ｂ[ｍ]÷Ｈ[ｍ] ～ 375 ㎜×２×Ｂ[ｍ]÷Ｈ[ｍ] 

5000 600 ㎜×２×Ｂ[ｍ]÷Ｈ[ｍ] ～ 750 ㎜×２×Ｂ[ｍ]÷Ｈ[ｍ] 

10000 900 ㎜×２×Ｂ[ｍ]÷Ｈ[ｍ] 

 

２ 平坦地の撮影は、計画機関が指示又は承認した場合には、地上画素寸法を標準の１６０パーセン

トを限度として大きくすることができる。 

３ 地図情報レベル、同一コース内の隣接数値写真との重複度及び隣接コースの数値写真との重複度

に応じた MFC150-2H（f=189.0mm）撮影による垂直・斜め数値写真の地上画素寸法は、次表の

とおりとする。 

４ 画像中心付近の地上画素寸法を算出することを標準とする。 

 

OL=80%,SL=60%, 

B/H 比(垂直)=0.054、B/H 比(斜め)=0.042 

地図情報レベル 地上画素寸法（垂直） 地上画素寸法（斜め） 

500 9.7mm～12.9mm 16.0mm 

1000 19.4mm～25.9mm 32.0mm 

2500 32.4mm～40.4mm 49.9mm 

5000 64.7mm～80.9mm 100.0mm 

10000 97.1mm～  - 

 

OL=75%,SL=60% 

B/H 比（垂直）=0.067、B/H 比(斜め)=0.052 

地図情報レベル 地上画素寸法（垂直） 地上画素寸法（斜め） 

500 12.1mm～16.2mm 20.0mm 

1000 24.3mm～32.4mm 40.0mm 

2500 40.4mm～50.6mm 62.5mm 

5000 80.9mm～101.1mm 125.0mm 
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10000 121.3mm～   

 

OL=66%,SL=60%, 

B/H 比（垂直）=0.092、B/H 比（斜め）=0.071 

地図情報レベル 地上画素寸法（垂直） 地上画素寸法（斜め） 

500 16.5mm～22.0mm 27.2mm 

1000 33.0mm～44.0mm 54.4mm 

2500 55.0mm～68.8mm 85.0mm 

5000 110.0mm～137.5mm 170.0mm 

10000 165.0mm～   

 

（撮影計画） 

第10条  撮影計画は、撮影区域ごとに次の各号の条件を考慮して作成するものとする。 

一 地形等の状況により、実体空白部を生じないようにする。 

二 ＧＮＳＳ衛星の数及び配置は、作業に必要な精度が得られるよう計画するものとする。 

三 同一コースは、直線かつ等高度の撮影となるように計画する。 

四 同一コース内の隣接数値写真との重複度は６０パーセント、隣接コースの数値写真との重複度

は３ ０パーセントを標準とする。ただし、地形等の状況及び用途によっては、同一コース内又

は隣接コースのどちらについても、重複度を増加させることができる。また、建物等の地物に

よる遮蔽部が少なくなるように重複度を設定する。 

五 撮影コースの始めと終わりにそれぞれ最低１モデル以上及び隣接コースを複数設けることで撮

影区域を完全にカバーするように計画する。 

２ 撮影基準面は、原則として、撮影区域に対して一つを定めるが、高低差の大きい区域にあっては、

航空機運航の安全を考慮し、数コース単位に設定することができる。 

３ 対地高度は、垂直及び斜めカメラの設置角を考慮し地上画素寸法、素子寸法及び画面距離から求

めるものとする。撮影高度は、対地高度に撮影区域内の撮影基準面高を加えたものとする。 

４ キネマティック解析における整数値バイアスの決定方法は、固定局及び撮影区域の間の基線距離

を考慮し、地上初期化方式又は空中初期化方式とする。 

５ ＩＭＵ初期化飛行は、撮影の開始コース、終了コース及び撮影基準面が異なるコースを考慮し行

うものとする。 

６ 撮影コース長は、ＩＭＵの累積誤差を考慮しておおむね１５分以内で撮影できる距離とする。 

７ 固定局は、撮影区域内との基線距離を原則５０キロメートル以内とし、やむを得ない場合でも７

０キロメートルを超えないものとする。 

８ 固定局には、電子基準点を用いることを原則とする。 

９ 新たに固定局を設置する場合は、１級基準点測量及び３級水準測量に準ずる測量によって水平位

置及び標高を求めるものとする。 

１０ 固定局の設置位置は、次に留意して決定するものとする。 

一 上空視界の確保及びデータ取得の有無 
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二 ＧＮＳＳアンテナの固定の確保 

 

（撮影時期） 

第11条 撮影は、原則として、撮影に適した時期で、気象状態及びＧＮＳＳ衛星の配置が良好な時に行

うものとする。 

２ 撮影時のＧＮＳＳ衛星の数は、準則第３７条第２項第二号の規定を準用する。 

 

（撮影飛行） 

第12条 撮影飛行は、水平飛行とし、計画撮影高度及び計画撮影コースを保持するものとする。  

２ 撮影前後に整数値バイアス決定及びＩＭＵドリフト初期化のための飛行を行うものとする。 

３ 計画撮影高度に対するずれは、計画対地高度の５パーセント以内とする。ただし、地図情報レベ

ル５００以下の場合は、計画対地高度の１０パーセント以内とすることができる。 

４ 等速直線飛行は、進入を含めておおむね１５分以内とし、これを超える場合は適宜ＩＭＵ初期化

飛行を実施するものとする。 

５ 地上で初期化を行う場合は、航空機をマルチパスとなる反射源から離して駐機するものとする。 

６ 航空機の排気が撮影画像に映り込まないように努めなければならない。 

 

（露出時間） 

第13条 航空カメラの露出時間は、飛行速度、撮像素子、フィルター、計画撮影高度等を考慮して、適

切に定めなければならない。 

 

（航空カメラの使用） 

第14条 同一区域内の撮影は、原則として、同一航空カメラで行うものとする。 

２ やむを得ず他の航空カメラを使用する場合は、同一コースは同一航空カメラを使用するものとす

る。 

 

（数値写真の重複度） 

第15条 数値写真の重複度は、撮影計画に基づいた適切な重複度となるように努めなければならない。 

２ 隣接数値写真間の重複度は、最小で５３パーセントとする。 

３ コース間の数値写真の最小重複度は、都市部では１５パーセント、山間部では１０パーセントと

する。 

４ 同一コースをやむを得ず２分割及び３分割する場合は、分割部分を２モデル以上重複させなけれ

ばならない。 

 

7 GNSS／IMU の処理 

第16条 ＧＮＳＳ／ＩＭＵデータの取得では、固定局のＧＮＳＳ観測データ、航空機搭載のＧＮＳＳ観

測データ及びＩＭＵ観測データを取得するものとする。 
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２ 固定局のＧＮＳＳ観測データ取得間隔は、３０秒以下とする。 

３ 航空機搭載ＧＮＳＳ測量機のＧＮＳＳ観測データ取得間隔は、１秒以下とする。 

４ 航空機搭載ＧＮＳＳ／ＩＭＵは、撮影の前後に連続して５分以上の観測を実施するものとする。 

 

（ＧＮＳＳ／ＩＭＵの解析処理） 

第17条 撮影が終了した時は、速やかにＧＮＳＳ／ＩＭＵデータの解析処理を行うものとする。 

２ 解析処理は、固定局及び航空機搭載のＧＮＳＳ測量機の観測データ、ＩＭＵ観測データ等から得

られたデータを用い、最適軌跡解析を行うものとする。 

３ 最適軌跡解析結果より外部標定要素を算出するものとする。 

 

（ＧＮＳＳ／ＩＭＵ解析結果の点検） 

第18条 ＧＮＳＳ／ＩＭＵの解析処理結果は、速やかに点検を行い、精度管理表等を作成し、再撮影が

必要か否かを判定するものとする。 

２ 点検は、次の各号について行うものとする。 

一 固定局及び航空機搭載のＧＮＳＳ測量機の作動及びデータ収録状況の良否 

二 サイクルスリップ状況の有無 

三 ＧＮＳＳ／ＩＭＵ撮影範囲の良否 

四 計測高度及び計測コースの良否 

３ キネマティック解析結果の点検は、撮影コース上において次の各号について行うものとする。 

一 最少衛星数 

二 ＤＯＰ値 

三 位置の往復解の差 

四 解の品質 

五 位置の標準偏差の平均値及び最大値 

４ 前項における点検項目の標準値は、次表を標準とする。 

 

点検項目 標準値 備考 

最少衛星数 第 10 条の 2 項に基づく  

ＤＯＰ値 ３以下 ＰＤＯＰ 

位置の往復差の平均値とそ

の絶対値の最大値 

0.3ｍ以内 各軸とも 

解の品質 ＦＩＸ解 固定局との基線距離が確保

できない場合は、安定フロ 

ート解も可能とする。 

位置の標準偏差の平均値 0.10ｍ以内 各軸とも 

位置の標準偏差の最大値 0.15ｍ以内 各軸とも 

 

５ 最適軌跡解析結果の点検は、撮影コース上において次の各号について行うものとし、点検項目の
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標準値は、使用した機器の推奨値とする。 

一 ＧＮＳＳ解及びＩＭＵ解の整合性  

二 位置の標準偏差の平均値及び最大値三 姿勢の標準偏差の平均値及び最大値 

６ 点検資料として、次の各号について作成するものとする。 

一 撮影記録簿 

二 撮影作業日誌 

三 ＧＮＳＳ／ＩＭＵ解析結果精度管理表 

７ 電子基準点以外の固定局を使用した場合には、点検資料として次の各号について作成するものと

する。 

一 固定局観測記録簿 

二 ＧＮＳＳ観測データファイル説明書 

 

8 数値写真の統合処理 

（原数値写真の統合処理） 

第19条 デジタル航空カメラによる撮影終了時には、次の各号に留意し、速やかに原数値写真の統合処

理を行うものとする。 

一 歪曲収差は取り除く。 

二 原数値写真間の対応点は０．２画素以内で統合する。 

三 再配列では画像を劣化させない。 

２ 数値写真の色階調は、各色８ビット以上とする。  

３ 画像ファイル形式は非圧縮形式とする。 

４ 統合処理した垂直及び斜めの数値写真よりサムネイル写真を作成するものとする。 

 

（統合処理した数値写真の点検） 

第20条 統合処理が終了した数値写真は、速やかに点検を行い、精度管理表等を作成し、再撮影が必要

か否かを判定するものとする。 

２ 点検は、次の項目について行うものとする。 

一 撮影高度の良否 

二 撮影コースの適否 

三 実体空白部の有無 

四 写真の傾き及び回転量の適否 

五 統合処理の良否 

六 数値写真の画質 

３ 点検資料として垂直・斜め数値写真の点検結果をデジタル航空カメラ撮影コース別精度管理表に

まとめるものとする。 

４ 点検結果により、再撮影の必要がある場合は、原則として、当該コースの全部について速やかに

行うものとする。 
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9 数値写真の整理 

（数値写真の整理） 

第21条 数値写真は、撮影された順番に従って整理し、サムネイル写真及び撮影諸元ファイルを作成す

るものとする。 

２ 整理は、区域内が映るすべての数値写真を含めて行うものとする。ただし、海部等の場合は、こ

の限りでない。 

 

（標定図の作成） 

第22条 標定図は、原則として、数値地形図データファイル形式で作成するものとする。 

 

（数値写真の収納） 

第23条 数値写真の収納は、ファイルの欠損や重複等がないように留意するものとする。 

２ フォルダとの関連やファイル名の付与等についての点検を行うものとする。 

 

10 品質評価 

（品質評価） 

第24条 撮影の品質評価は、準則第４４条の規定を準用する。 

 

11 成果等の整理 

（メタデータの作成） 

第25条 撮影成果のメタデータの作成は、準則第４５条の規定を準用する。 

 

（成果等） 

第26条 成果等は、作業方法に応じて、次の各号から得られたものとする。 

一 数値写真 

二 サムネイル写真 

三 撮影記録 

四 標定図 

五 精度管理表  

六 品質評価表 

七 メタデータ 

八 その他の資料 
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12 同時調整（多方向カメラ） 

（要 旨） 

第27条 「同時調整」とは、デジタルステレオ図化機を用いて、空中三角測量により、パスポイント、

タイポイント、標定点の写真座標を測定し、標定点成果及び撮影時に得られた外部標定要素を

統合して調整計算を行い、各写真の外部標定要素の成果値、パスポイント、タイポイント等の

水平位置及び標高を決定する作業をいう。 

（方 法） 

第28条 同時調整は、原則として作業地区全域を一つのブロックとしてバンドル法により行うものとす

る。 

２ 同時調整の計画図は、数値図化区域、撮影コース及び標定点等の配置を考慮して作成するものと

する。  

３ 調整計算に使用するプログラムは、テストデータによる検証が行われたものを使用するものとす

る。  

４ 調整計算には、撮影時に取得したＧＮＳＳ／ＩＭＵの解析計算で得られた外部標定要素の観測デ

ータ、パスポイント、タイポイント、標定点等を使用する。 

５ ＧＮＳＳ／ＩＭＵ装置で得られた外部標定要素の観測データのうち、計算に利用できるものは、

第 18 条の規定による点検を完了したものとする。 

 

（標定点の選定） 

第29条 標定点は、撮影コースの配置を考慮し、数値写真上で明瞭な地点を選定するものとする。  

２ 標定点の配置及び点数は、次の各号のとおりとする。 

一 路線撮影においては、各コースの両端のモデルに上下各１点配置することを標準とする。ただ

し、やむを得ない場合は、２点のうち１点は当該モデルの近接モデルに配置することができる。 

二 区域撮影においては、ブロックの四隅付近及び中央部付近に計５点配置することを標準とする。

ただし、地形等により３モデル以上連続してタイポイントによる連結が行われない箇所（当該

コース上に標定点がある場合を除く。）については、精度を考慮して当該モデル又は近接モデ

ルに標定点を１点配置するものとする。 

三 対象地域の特性により撮影後の標定点設置が困難である場合には、事前に標定点配置計画を検

討し対空標識を設置するものとする。 

 

（パスポイント及びタイポイントの選定） 

第30条 パスポイント及びタイポイントは、連結する各写真上の座標が正確に測定できる地点に配置す

るものとし、その位置はデジタルステレオ図化機を用いて記録するものとする。 

２ パスポイント及びタイポイントは、次のように配置することを標準とする。 

一 パスポイントの配置 

イ 主点付近及び主点基線に直角な両方向の３か所以上に配置することを標準とする。 

ロ 主点基線に直角な方向は、上下端付近の等距離に配置することを標準とする。 
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二 タイポイントの配置 

イ 隣接コースと重複している部分で、数値写真上で明瞭に認められる位置に、直線状にならな

いようジグザグに配置することを標準とする。 

ロ 配置する点数は、１モデルに１点を標準とする。 

ハ パスポイントで兼ねて配置することができる。 

３ パスポイント及びタイポイントの計測の可否は、調整計算の結果により判定し、配置、点数及び

交会残差が適切でない場合には、目視にて再測定を行うものとする。 

 

（写真座標の測定） 

第31条 写真座標の測定は、各写真に含まれる標定点、パスポイント及びタイポイント並びに写真の四

隅についてデジタルステレオ図化機を用いて行うものとする。 

２ パスポイント及びタイポイントは、画像相関による自動測定を用いることができる。ただし、測

定結果は必ず目視で確認し、修正の必要な点に対しては手動で再測定を行うものとする。 

 

（調整計算） 

第32条 各写真の外部標定要素の成果値は、原則として作業地区全域を一つのブロックとした調整計算

によって決定するものとする。 

２ 調整計算ソフトの異常値検索機能等により、標定点の異常、標定点及びパスポイント・タイポイ

ントの計測の誤り等に起因する全ての大誤差を点検するものとする。 

３ 調整計算式は、原則として、写真の傾きと投影中心の位置、パスポイント・タイポイントの位置

等を未知数とした共線条件式とし、これに種々の定誤差に対応したセルフキャリブレーション項

を付加することができる。ただし、セルフキャリブレーション項は、数値図化時のステレオモデ

ルの構築時に再現できるものに限定するものとする。 

４ 大気屈折及び地球曲率の影響は、原則として補正するものとし、セルフキャリブレーションで代

えることができる。 

５ パスポイント及びタイポイントが作業に必要な精度を満たすまで、不良点の再測定及び追加測定

を手動で行い再度調整計算を行うものとする。 

６ 標定点のどれか１点を用いて調整計算を行った後、その他の点を検証点とし、準則第１０６条の

水平位置及び標高の精度を満たすかを点検する。 

７ 前項の検証点と計測値との較差が準則第１０６条の水平位置及び標高点の標準偏差の範囲内であ

った場合は、全ての標定点を用いて調整計算を行うものとする。 

８ 標定点の残差は、水平位置及び標高の最大値が標準の地上画素寸法を基線高度比で割った値を超

えないものとする。 

９ 各数値写真上でのパスポイント及びタイポイントの交会残差は、ＲＭＳ誤差が０．７５画素以内

及び最大値が１．５画素以内とする。 

１０ 隣接するブロック間のタイポイント較差は、標準の地上画素寸法を基線高度比で割った値に１．

５倍した値以内とする。 

１１ 調整計算の点検結果は、精度管理表に取りまとめるものとする。  
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１２ 調整計算の品質評価は、準則第４４条の規定を準用する。 

 

（整 理） 

調整計算の終了後、外部標定要素、パスポイント及びタイポイントの成果表を作成し、次のとおり整

理するものとする。 

一 調整計算の成果表の平面位置及び高さの座標は、０．０１メートル位までとし、回転要素の角

度単位は、０．０００１度位までとする。 

二 調整計算実施一覧図は、計画図に準じて写真主点の位置、標定点及びタイポイントを表示し作

成するものとする。 

 

（成果等） 

 成果等は、次の各号のとおりとする。 

一 外部標定要素成果表 

二 パスポイント、タイポイント成果表 

三 同時調整作業計画、実施一覧図 

四 写真座標測定簿 

五 調整計算簿 

六 精度管理表 

七 品質評価表 

八 カメラキャリブレーションファイル 

九 その他の資料（地上検証点との較差検証資料等） 

 


